
防衛省訓令第１０７号

防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（昭和２７年政令第３６８号）第６条の３第３

項ただし書の規定に基づき、幹部候補曹の初任給の特例に関する訓令を次のように定める。

令和７年４月１日

防衛大臣 中谷 元

幹部候補曹の初任給の特例に関する訓令

（学歴免許等の資格による初任給の特例）

第１条 幹部候補曹（幹部候補曹である自衛官の任用等に関する訓令（令和７年防衛省訓令

第６号）第２条第２項に規定する幹部候補曹をいう。以下同じ。）のうち、人事院規則９

―８（初任給、昇格、昇給等の基準）（以下「規則９―８」という。）別表第３学歴免許等

資格区分表（以下「学歴免許等資格区分表」という。）における「短大２卒」の区分に掲

げる学歴免許等の資格よりも上位の学歴免許等の資格を有する者の採用時の号俸は、その

者に適用される学歴免許等資格区分表における学歴免許等の区分を「短大２卒」として規

則９―８第１４条第１項の規定の例により算定した加算数に４を乗じて得た数に１を加え

て得た数を号数とする号俸とすることができる。

（経験年数を有する者の初任給の特例）

第２条 幹部候補曹のうち、学歴免許等資格区分表における「短大２卒」の区分に掲げる学

歴免許等の資格（前条の規定を受ける者にあっては、その適用に際して用いられた学歴免

許等の資格）を取得した時以後の経験年数（規則９―８第１５条の２に規定する経験年数

をいう。以下同じ。）を有する者の採用時の号俸は、当該経験年数の月数を１２月（その

者の経験年数のうち５年を超える経験年数（その者の職務にその経験が直接役立つと認め

られる職務に従事した期間を除く。）の月数にあつては、１８月）で除して得た数（１未

満の端数があるときは、これを切り捨てた数）に４を乗じて得た数に１（前条の規定の適

用を受ける者にあっては、同条の規定による号俸の号数）を加えて得た数（その数が３３

を超える場合にあっては、３３）を号数とする号俸とすることができる。

附 則

この訓令は、令和７年４月１日から施行し、令和７年４月１日から適用する。


